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第７章 災害復旧・被災者援護計画 
  

 災害復旧に当たっては、災害の再発生を防止するため、被災者の生活や社会経済活動の早期回復をめ

ざし、公共施設等の復旧は、単なる原形復旧にとどまらず、必要な改良復旧を行う等将来の災害に備え

る計画とし、災害応急対策計画に基づき、応急復旧終了後、被害の程度を十分検討して計画し、早期復

旧を目標にその実施を図るものとする。 

 また、計画の作成にあたっては町民等の意見を十分聴取した上で、関係機関と調整を図るものとする。 

 

 第１節 災害復旧計画                          

 
１ 実施責任 

  町長及びその他の執行機関、指定地方行政機関の長、指定公共機関及び指定地方公共機関、その他

法令の規定により災害復旧の実施について責任を有するものが実施するものとする。 

 

２ 復旧事業計画 

  公共施設の災害復旧事業計画は、おおむね次の計画とする。 

 ⑴ 公共土木施設災害復旧事業計画 

  ア 河川 

  イ 砂防設備 

  ウ 林地荒廃防止施設 

  エ 地すべり防止施設 

  オ 急傾斜地崩壊防止施設 

  カ 道路 

  キ 下水道 

  ク 公園 

 ⑵ 農林水産業施設災害復旧事業計画 

 ⑶ 都市施設災害復旧事業計画 

⑷ 上水道災害復旧事業計画 

⑸ 住宅災害復旧事業計画 

⑹ 社会福祉施設災害復旧事業計画 

⑺ 病院等災害復旧事業計画 

⑻ 学校教育施設災害復旧事業計画 

⑼ 社会教育施設災害復旧事業計画 

⑽ その他災害復旧事業計画 

 

３ 災害復旧予算措置 

  災害復旧事業、その他関係事業に要する費用は、別に法律に定めるところにより、予算の範囲内に

おいて、国及び道が全部又は一部を負担し、又は補助して行われる。 

    なお、事業別の国庫負担及び補助率は、道計画に記載のとおりである。 

 

４ 激甚災害に係る財政援助措置 

  著しく激甚である災害が発生した場合には、町は被害の状況をすみやかに調査把握し、早期に激甚

災害の指定が受けられるよう措置して、公共施設の災害復旧事業が円滑に行われるよう努めるものと

する。 
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 第２節 被災者援護計画                          

１ 罹災証明書の交付 

 ⑴ 当別町 

  ア 町は、被災者に対する各種支援措置を早期に実施するため、災害の状況を迅速かつ的確に把握

するとともに、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立する。 

  イ 町は、町内の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者から申請があったと

きは、遅滞なく、住家の被害その他町が定める種類の被害の状況を調査し、罹災証明書を交付し

なければならない。 

  ウ 効果的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について検討するもの

とする。 

エ 住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した住家の写真、

応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施するものとする。 

オ 住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部局とが非常時の情報共

有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて発災後に応急危険度判定の実施計画や判定結果

を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努めるものとする。 

 ⑵ 石狩北部地区消防事務組合当別消防署 

   町は、罹災証明書のうち火災に起因するものの交付に関する事務について、必要に応じて、消防

長等に、消防法による火災損害調査の結果に基づき行わせることができるものとする。 

 

２ 被災者台帳の作成及び台帳情報の利用・提供 

 ⑴ 被災者台帳の作成 

  ア 町は、町内の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者の援護を総合的かつ

効率的に実施するため必要があると認めるときは、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置

の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合

的かつ効率的な実施に努めるものとする。 

  イ 被災者台帳には、被災者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。 

   (ア) 氏名 

   (イ) 生年月日 

   (ウ) 性別  

   (エ) 住所又は居所 

   (オ) 住家の被害その他町が定める種類の被害の状況 

   (カ) 援護の実施の状況 

   (キ) 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

   (ク) 電話番号その他の連絡先 

   (ケ) 世帯の構成 

   (コ) 罹災証明書の交付の状況 

   (サ) 町が台帳情報を当別町以外の者に提供することに被災者本人が同意している場合には、その

提供先 

   (シ) (サ)の提供先に台帳情報を提供した場合には、その旨及びその日時 

   (ス) 被災者台帳の作成に当たり、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号を利用する場合には、

当該被災者に係る個人番号 

   (セ) その他被災者の援護の実施に関し町長が必要と認める事項 

  ウ 町は、被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者に関する

情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することがで

きる。 

  エ 町は、必要に応じて、被災者台帳の作成のため、道や他の市町村等に対して被災者に関する情

報の提供を求めることができる。 

 ⑵ 台帳情報の利用及び提供 

  ア 町は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、台帳情報をその保有に当たって特定さ
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れた利用の目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することができる。 

   (ア) 本人（台帳情報によって識別される特定の個人をいう。以下この号において同じ。）の同意が

あるとき、又は本人に提供するとき。 

   (イ) 町が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき。 

   (ウ) 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受けるものが、被

災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき。 

  イ 台帳情報の提供を受けようとする者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を当該台帳情

報を保有する町に提出しなければならない。 

   (ア) 申請者の氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事

務所の所在地） 

   (イ) 申請に係る被災者を特定するために必要な情報 

   (ウ) 提供を受けようとする台帳情報の範囲 

   (エ) 提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係るものが含まれる場合には、その使用

目的 

   (オ) その他台帳情報の提供に関し町が必要と認める事項 

  ウ 町は、イの申請があった場合において、当該申請が不当な目的によるものと認めるとき又は申

請者が台帳情報の提供を受けることにより知り得た情報が不当な目的に使用されるおそれがあ

ると認めるときを除き、申請者に対し、当該申請に係る台帳情報を提供することができる。ただ

し、その場合、提供する台帳情報には、当該被災者に係る行政手続きにおける特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号（本節２のアの(ス)）を含

めないものとする。  

 

３ 融資・貸付等による金融支援 

  被災した町民等の生活再建や経営安定等を図るため、次の融資・貸付等の金融支援を行う。 

 ⑴ 生活福祉資金 

 ⑵ 母子父子寡婦福祉資金 

 ⑶ 災害援護資金貸付金 

 ⑷ 災害弔慰金 

 ⑸ 災害障害見舞金 

 ⑹ 住家被害見舞金等（都道府県見舞金、災害対策交付金を含む） 

 ⑺ 災害復興住宅資金 

 ⑻ 農林漁業セーフティネット資金 

 ⑼ 天災融資法による融資 

 ⑽ 農林漁業施設資金（主務大臣指定施設（災害復旧）） 

 ⑾ 農林漁業施設資金（主務大臣指定施設）水産業施設資金（災害復旧） 

 ⑿ 造林資金 

 ⒀ 樹苗養成施設資金 

 ⒁ 林道資金 

 ⒂ 主務大臣指定施設資金 

 ⒃ 共同利用施設資金 

 ⒄ 備荒資金直接融資資金 

 ⒅ 中小企業総合振興資金「セーフティネット貸付（災害貸付）」 

 ⒆ 勤労者福祉資金 

 ⒇ 「被災者生活再建支援法」に基づく支援 
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 改訂履歴 

 

  策定  昭和４０年 ３月２４日   

 

  改訂  昭和４５年 ４月 ８日   

 

      昭和４９年１２月１９日   

 

      昭和５１年１０月 １日   

 

      平成 ３年 ８月 ５日   

 

      平成１３年 ３月２８日 

 

      平成２７年 ６月２３日 

 

      平成２８年 ７月２３日 

 

      令和 ６年 ２月２９日 


